
○児童養護施設等のケア形態の小規模化の推進についての一部改正新旧対照表（案）  

雇児発第0330008号  
平成17年3月30日   

【一部改正】平成18年4月3日雇児発第0403021号  
【一部改正】平成20年6月27日雇児発第0627003号  

雇児発第0330008号  
平成17年3月30日   

【一部改正】平成18年4月3日雇児発第0403021号  
【一部改正】平成20年6月27日雇児発第0627003号  
【一部改正】平成22年 月 日雇児発第  号  

都道府県知事   

指定都市市長  

都道府県知事   

指定都市市長  

殿  殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

児童養護施設等のケア形態の小規模化の推進について   児童養護施設等のケア形態の小規模化の推進について   

近年、児童養護施設等には、虐待を受けた子ども等の入所が増加しつつあるが、  
虐待を受けた子ども等が他者との関係性を回復させることや愛着障害を起こしてい  
る子どものケアには、これまでの大規模な集団によるケアでは限界があり、できる  
限り家庭的な環境の中で職員との個別的な関係を重視したきめ細やかなケアを浸供  
していくことが重要とされている。   
このため、児童養護施設等において、小規模なグループによるケアを行う体制を  
整備するため、別紙1から4の通り、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療  
施設及び児童自立支援施設の各施設における′」、規模グループケア実施要綱を定め、  
平成17年4月1日から実施することとしたので、その適正かつ円滑な実施を期さ  
れたく通知する。   
なお、平成16年5月6日雇児発第0506002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  
通知「児童養護施設のケア形態の小規模化の推進について」は、本通知の施行に伴  

い廃止する。   
おって、この通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項の  
規定に基づく技術的な助言である。   

近年、児童養護施設等には、虐待を受けた子ども等の入所が増加しつつあるが、  
虐待を受けた子ども等が他者との関係性を回復させることや愛着障害を起こしてい  
る子どものケアには、これまでの大規模な集団によるケアでは限界があり、できる  
限り家庭的な衆境の中で職員との個別的な関係を重視したきめ細やかなケアを提供  
していくことが重要とされている。   
このため、児童養護施設等において、′ト規模なグループによるケアを行う体制を  
整備するため、別紙1から4の通り、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療  
施設及び児童自立支援施設の各施設における小規模グループケア実施要綱を定め、  
平成17年4月1日から実施することとしたので、その適正かつ円滑な実施を期さ  
れたく通知する。   

なお、平成16年5月6日雇児発第0506002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 通知「児童養護施設のケア形態の小規模化の推進について」は、本通知の施行に伴  
い廃止する。  おって、この通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項の  
規定に基づく技術的な助言である。  



新   旧   

（別紙1）  （別紙1）  

児童養護施設における小規模グループケア実施要綱  児童養護施設における小規模グループケア実施要綱  

1．～5．（略）  1．～5．（略）  

6．職員  6．職員   

′J、規模グループケアによるケアを行う場合には、専任の職員として児童指導員   小規模グループケアによるケアを行う場合には、専任の職員として児童指導員   

又は保育士1名を加配し、他の職員と連携してケアを行うこと。   又は保育士1名を加配し、他の職員と連携してケアを行うこと。  

なお、以下のいずれかに該当する場合においては、管理宿直等職員を1名加配   

することができる。   

（D定員40人以下の施設。   

②小規模グループケアを新設する施設。ただし、新設した年度から3か牢を限度   

とする。  

7．～8．（略）  7．～8．（略）  

9．施設の指定等   9．施設の指定等  

（略）   小規模グループによるケアを実施しようとする者（職員間の連携が直れる範囲内  

で、本体施設から離れた場所で実施するものを含む。）は、都道府県知事（指定  

都市にあっては、市長とし、児童相談所設置市にあっては、児童相談所設置市の  

市長とする。以下同じ。）が定める期間内に都道府県知事へ事業実施の申請を行  

い、次により都道府県知事が各年度ごとに指定するものとする。  

なお、都道府県（指定都市及び児童相談所設置市を含む。）民生主管部（局）  

長は、当該年度の4月末日までに別添様式1により、この申請及び指定の結果   

■■  

一
0
0
 
 
 

．
藷
 
 
 



を、また、実施状況については、翌年度4月末日までに別添様式2により、当局  

家庭福祉課長まで報告すること。  

（1）当該施設において「児童福祉施設最低基準」（昭和23年12月29日厚生   

省令第63号）が遵守されており、かつ、法人及び施設運営が適正に行われて   

いる場合に限ること。  

（2）1本体施設について、2小規模グループケアまで指定できること。  

（1）（略）  

（2）1本体施設について、2小規模グループケアまで指定できること。   
血廷王道  

定できることL  

」⊥遇駐二⊥二ニュ二上L生i・、止・互生迫室遡上旦二辻二旦虹」二⊥⊥岨 ②1本体施艶血虹   
設 
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定できること融皇室－⊆ 

」  

（3）～（5）（略）  （3）～（5）（略）   



乳児院における小規模グループケア実施要綱  乳児院における小規模グループケア実施要綱  

1．～5．（略）   1．～5．（略）  

6．職員   

小規模グループケアによるケアを行う場合には、◆専任の職員として児童指導員   

又は保育士1名を加配し、他の職員と連携してケアを行うこと。  

6．職員   

小規模グループケアによるケアを行う場合には、専任の職員として児童指導員   

又は保育士1名を加配し、他の職員と連携してケアを行うこと。   

孝串、拗堪  

「岬   

、一口定．ロコ0人ジー下の施、＿   

卸施設。キだし、新設した年度から尽か年を準塵  

とする。  

坤  

7．～8．（略）  7．～8．（略）  

9．施設の指定等   

小規模グループによるケアを実施しようとする者（職員間の連携が取れる範囲内  

で、本体施設から離れた場所で実施するものを含む。）は、都道府県知事（指定  

都市にあっては、市長とし、児童相談所設置市にあっては、児童相談所設置市の  

市長とする。以下同じ。）が定める期間内に都道府県知事へ事業実施の申請を行   

い、次により都道府県知事が各年度ごとに指定するものとする。   

なお、都道府県（指定都市及び児童相談所設置市を含む。）民生主管部（局）   

9．施設の指定等  

（略）  



長は、当該年度の4月末日までに別添様式1により、この申請及び指定の結果  

を、また、実施状況については、翌年度4月末日までに別添様式2により、当局  

家庭福祉課長まで報告すること。  

（1）当該施設において「児童福祉施設最低基準」（昭和23年12月29日厚生   

省令第63号）が遵守されており、かつ、法人及び施設運営が適正に行われて   

いる場合に限ること。  

（2）1本体施設について、2小規模グループケアの指定とすること。  

（1）（略）  

（2）1本体施設について、2小規模グループケアまで指定できること。   

皇宣」且王政壁  

ご三上j言⊥＿＿  

二Lリ旦坦二⊥二＝・ニュ二三立上⊥⊥」三三皇室過こコ』－ユニ主上」ニ」ミニ蓮ぷ一   ②1本体施設壷虹   
訳し  

⊥幽軋＿些呈出塵呈上辿室⊥、⊥⊥軋些二⊥二ニュ二こ  
進二王互生蛙上塾塁上二呈塵三き＿皇ユ里堂上⊥虹⊥ぷ⊥主   

施設L  

なお、毎年牒、前場な希望すごー魂藩トハニーーズ等を呉こ寒こ一、1華麗主作に一二・   

き、埴 種別〔児童養き 臥乳児院、情緒障害児短週虚捏造塁上崖塵旦こよ  
如」建  

＿逓剋皇＿迫上土適宜註塾生む1＿直弘皇塾姐－－・≡一三－ユニ⊥濫造蓮   

定できること両ニ  

：二 

（3）～（5）（略）  （3）～（5）（略）   



情緒障害児短期治療施設における小規模グループケア実施要綱  情緒障害児短期治療施設における小規模グループケア実施要綱  

1．～5，（略）  1．～5．（略）  

・ノ   

6，職員   

小規模グループケアによるケアを行う場合には、専任の職員として児童指導員   

又は保育士1名を加配し、他の職員と連携してケアを行うこと。   

旦畢、以下のいずれかに併当する♯合においては、管理宿直等聯欄を1名・加東   

することができる。  

n在－ヰ0人、以Fの施程   

壷蝿模グ′レープケアを新設する施設。ちだし、新設した年度中ヰ3か隼を腰塵  

とする。  

6．職員   

小規模グループケアによるケアを行う場合には、専任の職員として児童指導員   

又は保育士1名を加配し、他の職員と連携してケアを行うこと。  
l■  

7．～8．（略）  7．～8，（略）  

9．施設の指定等   

小規模グループによるケアを実施しようとする者（職員間の連携が取れる範囲内  

で、本体施設から離れた場所で実施するものを含む。）は、都道府県知事（指定  

都市にあっては、市長とし、児童相談所設置市にあっては、児童相談所設置市の  

市長とする。以下同じ。）が定める期間内に都道府県知事へ事業実施の申請を行   

い、次により都道府県知事が各年度ごとに指定するものとする。   

なお、都道府県（指匡都市及び児童相談所設置市を含む。）民生主管部（局）  

長は、当該年度の4月末日までに別添様式1により、この申請及び指定の結果   

9．施設の指定等  

（略）  



を、また、実施状況については、翌年度4月末日までに別添様式2により、当局  

家庭福祉課長まで報告すること。  

（1）当該施設において「児童福祉施設最低基準」（昭和23年12月29日厚生   

省令第63号）が遵守されており、かつ、法人及び施設運営が適正に行われて   

いる場合に限ること。  

（2）1本体施設について、2小規模グループケアの指定とすること。  

（1）（略）  

（2）1本体施設について、2小規模グループケアまで指定できること。  

堅だし、以下①～③のすべてに該当する場合は3小規模グルrプケアまで指  

定できること。   

①′」堀模グループケアを5年以上本実施要附こ準じた形で案挿している施設L  

②1本体施掛こついて、すでに2小規模グループケアの指定を受けている唯 

設 。   

③都道府県等が当碗施設の設備、職員配Ⅱ等を勘案し、′」過疎グル‾プケア邑   

関する研修を継続して実施できる主要受け入れ施設として適当であると認吟是  

施設。   

なお、毎年度、研修を希呈する施設のニーズ等を勘案烏ゝ」実施主附こつ  

き、施設那り（児壬♯礫滝臥乳児院、情緒障眉児短鞄歴摩施臥児童自立支   

援施設）を通じて1施設指定できること。ただし、1実施主体において、施鰹  

穂別を通じた総施設数が20施殻を超える場合は、必要に応ぶさらに1施設指  

凍こ1施設指定できるこ∴   
L  

（3）～（5）（略）  （3）～（5）（略）   



児童自立支援施設における小規模グループケア実施要綱  児童自立支援施設における小規模グループケア実施要綱  

1．～5．（略）  1．～5．（略）  

6．職員   

′ト規模グループケアによるケアを行う場合には、専任の職員として児童指導員   

又は保育士1名を加配し、他の職員と連携してケアを行うこと。  

6．職員   

小規模グループケアによるケアを行う場合には、専任の職員として児童指導員   

又は保育士1名を加配し、他の職員と連携してケアを行うこと。   

紳、管翠碍直筆職員を1名迦塵  

することができる。   

p定員40人以下の施設。   

捌か年を限度  

とする。  

呵  

7．～8．（略）  7．～8．（略）  

9．施設の指定等   

小規模グループによるケアを■実施しようとする者（職員間の連携が取れる範囲内   

で、本体施設から離れた場所で実施するものを含む。）は、都道府県知事（指定  

都市にあっては、市長とし、児童相談所設置市にあっては、児童相談所設置市の  

市長とする。以下同じ。）が定める期間内に都道府県知事へ事業実施の申請を行   

い、次により都道府県知事が各年度ごとに指定するものとする。   
なお、都道府県（指定都市及び児童相談所設置市を含む。）民生主管部（局）   
長は、当該年度の4月末日までに別添様式1により、この申請及び指定の結果   
を、また、実施状況については、翌年度4月末日までに別添様式2により、当局   
家庭福祉課長まで報告すること。   

9．施設の指定等  

（略）  



（1）当該施設において「児童福祉施設最低基準」（昭和23年12月29日厚生   
省令第63号）が遵守されており、かつ、法人及び施設運営が適正に行われて   
いる場合に限ること。  
（2）1本体施設について、2小規模グループケアの指定とすること。  

（1）（略）  

（2）1本体施設について、2小規模グループケアまで指定できること。  
如、規模グループケアまで指  
皇二きで－∴＝  

訳 
・  

造言主」  

と。  
（3）～（5）（略）  （3）～（5）（略）   
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